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第 6回 観光の経済効果と業界分析 

（観光と地域経済） 

 

  T216 月(1)法 103 

平成 20 年 12 月 1 日 

観光業界の経営分析 

 

№          内      容              参 考 等 
 
  
 観光の所得創出効果 観光学大事典 

 

 ある観光地における観光支出の増加は、観光関連企業 

 や産業の売上高を増加させるが、それらの売上高の増 

 加は当該企業や産業に従事している人々の所得を増加 

 させ、彼らの所得増加による支出の増加は別の企業や 

 産業に従事している雇用者の所得を増加させ、その所 

 得増加により、消費支出が増加し、それはさらに所得 

 を増加させる、という具合に、所得増加の連鎖を生じ 

 させるが、そのような一連の連鎖により所得が新たに 

 生み出されていくことを所得創出効果という。観光支 

 出の初期増加によって、どの程度の所得が創出される 

 かは、当該地域の所得乗数の値に依存する。 

  

 観光の経済効果 観光白書 

 

 平成 18年度国内旅行消費額 23兆 54 百億円による我が 

 国経済にもたらす直接的な経済効果は、直接の付加価 

 値誘発効果が 11 兆 88 百億円、雇用誘発効果が 215万 

 人と推計される。 

 さらに、この旅行消費がもたらす間接的な効果を含め 

 た生産波及効果は、52兆 89 百億円（国内生産額の 5.6 

 %）、付加価値誘発効果は 28兆 33百億円（国内総生産 

 （名目 GDP）の 5.5％）、雇用誘発効果は 442万人（全 

 就業者数の 6.9％）と推計される。 
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１．沖縄の観光の経済波及効果（平成 16年度） 沖縄県観光要覧 

 
  旅行・観光消費額と生産波及効果の地域間比較 
 
  付加価値効果が域内総生産に占める割合をみると、沖縄県は 

10.8％と他の自治体に比べ非常に大きいことがわかります。 
このように他の自治体と比べても、沖縄県経済に占める旅行 
・観光産業の重要性の大きさがわかります。 
 

  沖縄県 北海道 青森県 東京都 静岡県 京都市 

  （平成 16 年） （平成 11 年） （平成 16 年） （平成 16 年） （平成 14 年） （平成 16 年） 

旅行･観光消費額（億円） 4,549 12,163 1,759 34,870 7,727 5,348 

生産波及効果（億円） 6,903 18,773 2,342 75,750 9,673 10,103 

付加価値効果（億円） 3,794 － 1,331 － 5,189 4,336 

域内総生産（02 年・億円） 35,001 196,356 42,515 818,429 157,543 57,962 

付加価値効果/域内総生産 10.8% － 3.1% － 3.3% 7.5% 

 
 
 観光消費額／域内総生産 13.0% 6.2% 4.1% 4.3% 4.9% 9.2% 
 
 
  観光収入は、先に見たように県外受取額の 17.2%になるが、 

ここに言う付加価値効果 3,794億円は、県外調達を差引き、 
生産波及効果を加味し、原材料費等を差引いた「観光産業に 
よって生み出された価値」であり、これは雇用効果に換算し 
て 78,850人（14.2%）、税収効果は 298億円（11.5%）とな 
る。 
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２．全国の旅行消費額と経済効果（18年度） 観光白書 

 
（１） 旅行消費額推計 

億円 
国内旅行（国内）    204,260 
海外 〃 （ 〃 ） 17,470 
海外 〃 （海外） 44,190 
 

計 265,920 
 
 

（２） 旅行消費額の経済効果 
生産波及効果   付加価値効果   雇用効果 

兆円                            万人 
 直接効果 22.9 11.9 215 
 間接 〃 30.0 16.4 227 
 波及効果 52.9 28.3 442 
 
 H12国内生産額 949.1 
 H18GDP  512.2 
 H18就業者数   6,425 
                            ％                 
 （比率） 5.6 5.5 6.9 
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第 3次沖縄県観光振興計画の概要  平成 20年 3月 

    観光商工部観光企画課 
 
１ 第 2次観光振興計画の評価 
 
 
２ 第 3次沖縄県観光振興計画の基本方針 
 
（１）第 2次計画の評価を踏まえた対応 
 
（２）第 2次計画策定後の状況の変化 
  ・新たな話題性 
  ・リゾートウエディング 
  ・国内の観光地との競合 
  ・「観光立国推進基本法」 
  ・「アジアゲートウェイ構想」 
  ・国内各地で観光振興 
 
（３）第 3次計画策定に当たっての基本方針 
  ・「通年・滞在型の質の高い観光・リゾート地の形成」 
  ・「将来の飛躍に向けた基盤造りを着実に進める」 
  ・「観光まちづくり」 
  ・自然環境の保全・再生と調和の取れた観光振興施策の樹立 
  ・「質の高い観光地の形成」 
  ・着実なリゾート地のイメージ形成 
  ・県経済の自立に向け 
  ・コンベンション・アイランドの形成 
  ・観光産業人材の育成 
  ・産業間の連携の強化 
 

 
 
 
 
 
 
（Ｅメール課題 ６） 

○？ 6. 観光の経済効果を向上させるにはどうしたらよいか。 

 提出期限：H20.12.8（月） 

 E メール：yamauchi@cosmos.ne.jp 









レポート．Eメール課題の要約表 

 

 

 

T216 月(1)法 103 

平成 20 年 12 月 1 日 

観光業界の経営分析 

 

１．前半のレポート 

 

  今までの Eメール課題№1～5 の中から補筆、修正して、作成する。 

  様式 A4 1 頁 

  期限 平成 20 年 12 月 22 日（月） 

 

 

２．今までの Eメール課題 

 

  №1 沖縄観光の「シカケ」としての選択と集中は、何だと思うか？ 

  №2 観光学の必要な理由は何だと思うか？ 

  №3 観光地のホテル経営において、利益をあげるポインは何か？ 

  №4 地域及び観光事業の発展と空港ターミナルの役割について。 

  №5 観光立県における“旅行代理店”の重要性を述べよ。 

 

 

３．後半のレポート（未） 

 

 

４．採点の方法 

 

 １）授業毎の Eメール課題（各 3 点） 

 ２）前半のレポート   （ 30 点） 

 ３）後半のレポート   （ 30 点） 


